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駐車場施設設置場所（板橋二丁目６１番６）の貸付 

質問及び回答 

 

種

別 
№ 質問 回答 

契

約

に

関

す

る

質

問 

1 

転貸事業者について、乙が

選定とありますが、事業者に

条件（資格・登録等）はあり

ますか。また東京都の e-モビ

リティ等活用促進事業者等

から選定する必要がありま

すか。 

転貸先事業者については、土地賃貸借契約書

（案）第９条に定めるＥＶバイク等利活用促進事

業を適切に実施し、同契約書に定める事項を履行

できる事業者を、乙の責任において選定してくだ

さい。 

区では、転貸先事業者について、特定の資格若

しくは登録等の要件又は特定の事業者一覧から選

定することまでは定めていません。 

なお、転貸先事業者を選定したときは、同条に

基づき、その名称その他区が必要と認める事項を

速やかに区へ報告してください。 

管

理 

・ 

運

営

に

関

す

る

質

問 

2 

防犯灯・防犯カメラ・満空

表示は必須ですか? 

防犯灯、防犯カメラ及び満空表示設備について

は、土地賃貸借契約書（案）第１０条第１項に定

める設置可能な附属設備であり、入札時点で設置

を必須としているものではありません。 

ただし、同条第２項に基づき、区が管理上必要

と認める場合は、事業者に設置を求めることがあ

ります。 

また、同契約書第１５条のとおり、本件土地及

び本件駐車場の管理・運営に関する責任は事業者

が負うため、近隣等からの苦情等があった場合

は、事業者において適切に対応してください。 

3 

再生可能エネルギーの使

用は駐車場の管理・運営で使

うすべての電気という意味

ですか。例えば外灯や防犯カ

メラなどがソーラータイプ

であればよいですか？ 

土地賃貸借契約書（案）第７条第１号のとお

り、本件駐車場の管理・運営に使用する電気につ

いては、全て再生可能エネルギーを使用してくだ

さい。 

外灯や防犯カメラ等が、太陽光発電など再生可

能エネルギーによる自己発電機能を備え、その電

力のみで稼働する機器である場合は、当該条件を

満たすものとして取り扱います。 

また、事業開始前までに、再生可能エネルギー

を使用していることが確認できる書類の写しを区

へ提示してください。 

なお、社会情勢等により再生可能エネルギーの



2 

 

供給を受けることができない場合は、事前に区と

協議してください。 

4 

時間貸しの運営方法につ

いてはゲート式・カメラ式等

特に指定はありませんか？ 

ゲート式、フラップ式、カメラ式等の運営方式

について、区からの指定はありません。 

ただし、土地賃貸借契約書（案）第６条及び

「駐車場利用に関する覚書（案）」に基づき、区

役所本庁舎の提携駐車場として、時間貸しによる

車室を最低１０車室分整備するとともに、区が実

施する無料処理に対応できる運営方式としてくだ

さい。 

5 

キャッシュレス専用の精

算機は使用可能でしょうか 

キャッシュレス専用の精算機を設置することは

可能です。 

ただし、土地賃貸借契約書（案）第６条及び

「駐車場利用に関する覚書（案）」に基づき、区

役所本庁舎の提携駐車場として、時間貸しによる

車室を最低１０車室分整備するとともに、区が実

施する無料処理に対応できる運営方式としてくだ

さい。 

6 

区役所利用者の減免処理

の機械は何台必要になりま

すでしょうか？ 

提携の際の一部負担の上

限額をご教示ください 

無料処理に必要な機器等の種類、仕様及び台数

については、落札者から無料処理の方法をご提案

いただいた上で、「駐車場利用に関する覚書

（案）」第５条第４項に基づき、甲乙協議の上決

定します。このため、現時点では必要台数をお示

しすることはできません。 

また、区が負担する駐車料金については、現時

点で上限額を設定していません。具体的な負担額

は、区が提携する他の駐車場及び周辺駐車場の料

金、無料処理の方法等を総合的に勘案し、同条第

２項に基づき、甲乙協議の上決定します。 

7 

EV バイクは現状の業者を

引き継ぐことは可能でしょ

うか 

現在、ＥＶバイクバッテリー充電設備を運営し

ている事業者についても、土地賃貸借契約書

（案）に定める条件を満たし、当事者間で合意し

た場合は、次期の転貸先事業者として選定するこ

とは可能です。 

転貸先事業者の選定及び設備等の引継ぎについ

ては、落札者の責任において、現在の転貸先事業

者その他の関係者と協議してください。また、転

貸先事業者を選定したときは、同契約書第９条に

基づき、速やかに区へ報告してください。 
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なお、区は、現在の転貸先事業者との契約継続

又は設備等の引継ぎを保証するものではありませ

ん。 

8 

「再生可能エネルギーを

使用すること」について駐車

場全面での使用をしなけれ

ばいけないのでしょうか？ 

土地賃貸借契約書（案）第７条第１号のとお

り、本件駐車場の管理・運営に使用する電気につ

いては、全て再生可能エネルギーを使用してくだ

さい。 

また、事業開始前までに、再生可能エネルギー

を使用していることが確認できる書類の写しを区

へ提示してください。 

なお、社会情勢等により再生可能エネルギーの

供給を受けることができない場合は、事前に区と

協議してください。 

9 

本件土地における緑化部

分の維持管理（散水、除草、

植栽の補植等）に係る費用に

ついては、乙の負担となりま

すでしょうか。 

緑化部分の維持管理に要する費用は、乙の負担

となります。 

土地賃貸借契約書（案）第１３条に基づき、本

件土地の管理・運営に要する経費は乙の負担とな

るため、緑化部分の散水、除草、植栽の補植その

他の維持管理に要する費用についても、乙が負担

してください。 

10 

現在ゲート式の運営です

が、ゲート式以外の方法（フ

ラップ式、カメラ式等）を採

用することは可能でしょう

か。 

ゲート式、フラップ式、カメラ式等の運営方式

について、区からの指定はありません。 

ただし、土地賃貸借契約書（案）第６条及び

「駐車場利用に関する覚書（案）」に基づき、区

役所本庁舎の提携駐車場として、時間貸しによる

車室を最低１０車室分整備するとともに、区が実

施する無料処理に対応できる運営方式としてくだ

さい。 

11 

電気自動車の台数及びカ

ーシェアの設置台数に決ま

りはありますでしょうか。 

電気自動車及びカーシェア用車両の台数につい

て、区からの指定はありません。 

ただし、土地賃貸借契約書（案）第６条及び

「駐車場利用に関する覚書（案）」に基づき、区

役所本庁舎の提携駐車場として、時間貸しによる

車室を最低１０車室分整備してください。 

また、カーシェアリングを実施する場合は、土

地賃貸借契約書（案）に定める使用目的及び転貸

等の禁止に関する規定に抵触しない運営方法とし

てください。 
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入

札

に

関

す

る

質

問 

12 

納税証明書は直近年度分

ということですが、1年分の

みの提出でよろしいでしょ

うか。 

納税証明書その１（税目：法人税）について、

本件入札の申込時点で取得可能な直近の事業年度

１年分をご提出ください。 

そ

の

他 

13 

既存のアスファルト舗装

の構造はどうなっています

か？ 

撤去時は路盤材も撤去と

なりますか？ 

植樹帯も撤去となります

か？ 

現運営会社との契約では、地盤をＧＬ－200程

度（礫混じりローム）で整地・転圧し、防草シー

トを敷設した状態で土地を引き渡し、現運営会社

がアスファルト舗装を行うこととしていますが、

区では舗装構造を指定していません。このため、

既存のアスファルト舗装の具体的な構造について

は回答できません。 

路盤材及び植樹帯については、現運営会社が設

置したものであるため、原則として、現行契約の

終了時における原状回復の対象となります。 

ただし、落札者が路盤材、植樹帯その他の設置

物の引継ぎを希望する場合は、現運営会社と協議

し、協議結果を区に共有してください。なお、区

は、これらの設置物が引き継がれることを保証す

るものではありません。 

14 

撤去時のガードフェンス

の仕様は決まっております

か？ 

簡易的なものでもよろし

いですか？ 

現時点で、ガードフェンスの具体的な仕様は定

めていません。土地賃貸借契約書（案）第１８条

第２号に基づき、ガードフェンスの仕様及び設置

範囲については、契約終了前に区と協議の上決定

します。 

簡易的な仕様とすることの可否についても、封

鎖の確実性や安全性等を踏まえ、区との協議によ

り決定します。 

15 

現運営会社の過去の月別

の利用台数・売上の開示は可

能ですか？ 

現運営会社の売上実績については、当該事業者

の営業上の情報を含むため、公表できません。 

利用台数については、現運営会社から提出され

た利用実績報告によると、直近１年間における時

間貸し駐車場の月平均台数は約３，２００台で

す。 

なお、駐車時間別の利用実績については、区で

は把握していません。 
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16 

現状路外駐車場の設置届

は提出しておりますでしょ

うか？ 

事業者が変更になった場

合は変更だけでよろしいで

しょうか？ 

現在の駐車場については、現運営会社から、路

外駐車場設置届を提出している旨の報告を受けて

います。 

事業者の変更に伴い必要となる届出の種類及び

手続については、関係法令を確認の上、落札者の

責任において所管行政庁へ確認し、必要な手続を

行ってください。 

17 

緑化は現状のものを踏襲

可能でしょうか？ 

現運営会社は、現行の土地賃貸借契約に基づ

き、契約終了時に原状回復を行った上で、本件土

地を区へ返還することとなっており、緑化部分に

ついても原則として原状回復の対象です。 

落札者が既存の緑化施設の引継ぎを希望する場

合は、現運営会社と協議し、協議結果を区に共有

してください。なお、区は、既存の緑化施設等が

引き継がれることを保証するものではありませ

ん。 

また、既存の緑化施設等を引き継ぐ場合であっ

ても、落札者は、土地賃貸借契約書（案）第７条

第３号に基づき、東京都との協議その他必要な手

続を行ってください。 

18 

車止めは残置でしょう

か？ 

また、本件の契約終了時ア

スファルトは事業者負担で

撤去でしょうか？ 

車止めは現運営会社が設置したものであり、現

行契約に基づき撤去される予定です。 

落札者が車止めの引継ぎを希望する場合は、現

運営会社と協議し、協議結果を区に共有してくだ

さい。なお、区は、既存の緑化施設等が引き継が

れることを保証するものではありません。 

また、土地賃貸借契約書（案）第１８条第１号

及び第３号のとおり、本契約の終了時におけるア

スファルト舗装の撤去及び原状回復に要する費用

は、乙の負担となります。 

19 

EV バイクバッテリー充電

設備で使用する電力につい

ても、乙が再生可能エネルギ

ーを調達する必要がありま

すか。 

ＥＶバイクバッテリー充電設備で使用する電力

についても、土地賃貸借契約書（案）第７条第１

号に定める再生可能エネルギーの使用対象となり

ます。 

電力を実際に調達する者については、乙と転貸

先事業者との協議により決定することができま

す。ただし、乙は、当該設備において再生可能エ

ネルギーが使用されるよう、転貸先事業者との土

地転貸借契約等に必要な事項を定めるなど、適切
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な措置を講じてください。 

なお、同契約書第１２条第４項に基づき、ＥＶ

バイクバッテリー充電設備設置場所及びバイク停

車場所の整備に要する費用の負担については、乙

と転貸先事業者が協議の上定めるものとし、区は

当該費用を負担しません。 

20 

現在の賃料に関して、回答

できる範囲でご教示願いま

す。 

現在の賃料については、現運営会社との契約に

関する非公表情報であるため、回答できません。 

21 

区役所利用者の割引対応

があるかと存じますが、区役

所側で取られている利用人

数のデータ等はありますで

しょうか。回答できる範囲で

ご教示願います。 

本件駐車場について、区が無料処理を実施した

回数及びこれに伴い区が負担した駐車料金の直近

１年間における月平均は、次のとおりです。 

・無料処理を実施した回数 約５８０回／月 

・区が負担した駐車料金 約３５万円／月 

なお、これらは現行の駐車場における過去の実

績であり、今後の利用回数及び区の負担額を保証

するものではありません。 

 

 


